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観測紹介（霧島山広帯域MT観測）
現場レポート

相澤広記・小山崇夫・長谷英彰・上嶋誠（東大地震研）　橋本武志（北海道大学）
神田径・小川康雄（東京工業大学）　宇津木充・吉村令慧（京都大学）

　2011年1月26日に霧島新燃岳が噴火しました。新燃
岳では2010年から小規模の噴火活動が高まっていまし
たが、噴出物にマグマ物質の混入は認められていません
でした。ところが2011年1月19日の噴火では噴出物に
マグマの混入を示す軽石が認められようになり1）、その後
少しの休止期間をはさみ1月26日の噴火に至りました。
噴火の最初の2日間は噴煙を7000～9000ｍ上空まで
上げるサブプリニー式の激しいもので2）その後火口を溶
岩で満たし4月の中旬まで爆発を繰り返しています。累計
マグマ噴出量は0.03km3程度と推定され3）、国内の噴火
としては1991年雲仙普賢岳噴火以来、最大規模となり
ました。本稿ではこれまで霧島山周辺で行われてきました
MT観測についてご紹介します。

マグマ上昇ルートを探る
　今回の噴火で最大の発見は、噴火とほぼ同時に沈降す
る場所があることが、傾斜計やGPS観測によって明らか
になったことでしょう4）。沈降する場所は新燃岳火口から
北西6ｋｍ、深さ5〜10ｋｍほどと推定され（図1）、観測さ
れたマグマ噴出量と、沈降を説明する収縮源の体積は数
倍の範囲で等しいと見積もられています。この沈降域で
は噴火の1年程前から、GPSにより緩やかな膨張が観測
されており、地震も発生していたのですが、新燃岳と距離
が離れているため積極的に結び付けて考える人は多くい
ませんでした。しかしながら、この発見によりマグマは北西
地下から火口まで素早く移動し噴出したことが明らかにな
りました。
　では、マグマはどのようなルートをたどり噴出したので
しょうか。これが分かれば種々の観測器械を効率的に集中
させすることで次の噴火の予測が出来るようになるかも

知れません。我々大学の電磁気グループは科学研究費特
別研究促進費（突発災害）の援助を受け、噴火後の2011
年3～4月に臨時で11点の広帯域MT観測を行いました
（図2）。火口から4ｋｍ以内は立ち入り禁止ですが、幸いな
ことに2010年夏季に新燃岳を中心とした同様の調査を
実施済みであり、沈降域と新燃岳の間に観測点を配置す
ることが出来ました。さらに過去のえびの群発地震をター
ゲットとしたMTデータ5）、大霧地熱地域をターゲットとし
た稠密MTデータ6）の提供を頂き、広帯域MTのデータセッ
トとしては類を見ないものとなりました。
　観測は無事終わり、解析してみると得られたデータに明
瞭な特徴があることが分かりました。それは霧島北部のほ
とんどの観測点で長周期の位相が90度を超えてしまうこ
とです（図3）。こうしたデータの出現はMT解析における
異常位相問題と言われ7）、3次元性が非常に強い大規模構
造が存在することを示唆しています。今後、3次元イン
バージョンにより異常位相を説明する大規模構造を推定
しつつ、マグマの上昇ルートをイメージングする必要があ
るでしょう。最近のSt. Helens火山の研究ではマグマ上
昇ルート周辺が低比抵抗として推定されています8）。St. 
Helensの場合、マグマの上昇ルートはほぼ鉛直ですが、
新燃岳の場合、沈降域と火口の位置関係から斜めに違い
ありません。二ヵ所を直線的に結ぶルートか、それとも大
きく屈曲しているのか今後の解析の興味となります。

比抵抗構造の変化を探る
　今回の観測では、MT連続観測点を設置し（図4）、構造
の時間変化も探っています。活動的火山ではマグマや熱
水活動に伴い比抵抗構造が変化します9、10）。火山における
MT連続観測は最近、桜島火山で実施され、傾斜系の変動
と同期するような見掛け比抵抗変化が捉えられています
11）。マグマから分離したガスが地下の比抵抗変動を引き
起こしていると想像されていますが、分からないことが多
くあります。観測を開始したばかりですが、新燃岳でも桜
島と同様の変化が得られており、今後のデータの蓄積が
期待されます。

最後に
　今回の観測期間中、東北地方太平洋沖地震が発生しま
した。様々な点で想定外な地震と言われていますが、新燃
岳噴火も大量のマグマ噴出を予想できる前兆が得られな
かった点で想定外の噴火でありました。前兆が掴めなかっ
たのは観測網が充実していなかったためでしょうか、それ
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とも根本的な問題があったのでしょうか。噴火後に各種の
観測網が展開されたため、結論は今後明らかになるでしょ
う。我々も責任を持ってMTデータの解析に当たりたいと
思います。
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図1　霧島山周辺で行われた高帯域MT観測点分布
大霧地熱発電所周辺の稠密MTデータ5 は未公表データを含む。
2011年1月26～30日の噴火と同時に沈降した領域を併せて示す。

図2　観測風景
測定はMetronix社製のADU07を用いた。消費電力が高目なため（DC12V、
1.6A程度）、105Ahのディープサイクルバッテリを7個並列にし、18日間
連続でデータを取得した。磁場参照点は宮城県丸森町に設置したが、東
北地方太平洋沖地震の余震活動のためデータはやや乱れてしまった。

図3　新燃岳から北6ｋｍの地点で得られたサウンディングカーブ
南北電場－東西磁場のインピーダンス（Zxy）の位相が長周期で90度
を超えている。

図4　MT連続観測点風景
観測点は沈降域と新燃岳の間に位置している（図1参照）
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分かり易い物理探査
（インバージョン解析の基礎 その3）

物理探査
手法紹介

　このコーナーでは、よく利用されている物理探査の手法に
ついて、国内でその分野の第一人者による解説をお願いして
おり、今回は東京工業大学斎藤名誉教授によるインバージョ
ン解析の分かり易い解説の第3回目です。

3.2 ガウス・ニュートン法
　観測方程式（3.3）は に関しては線型であるから、残差

の二乗和 を最小にする解はグラム・シュミット法などで
求めることができる。こうして求められた解 を用いてつぎ
の近似解 に対して同じ手順を繰りかえせばさらによい
近似解が得られるであろう。反射波走時（2.2）に対して前項と
同じ条件で計算した例をFig. 3.1に白丸で示してある。この
場合には5回目の反復で残差が になっている。この方法は
テーラー展開の一次までを用いるという意味ではニュートン
法と似ていて、条件がよければ収束は速い。
　反復法を行うときには初期値が重要である。極小値がいく
つもある問題では、初期値によっては真の最小値ではなく、
局地的な極小値に収束してしまうことがある。このようなとき
には初期値を変えて反復を行い、真の最小値に収束している
かどうかを確認しなければならない。 変数関数の最小値を
求める場合、Fig. 3.2の例では初期値が より小さければつ
ねに局所的極小値 に収束するが、初期値が よりも大き
ければ最小点 に収束する。いいかえれば、点 に収束す
る初期値を少しばかり変えても最小点 には収束しないので
ある。

　初期値についてもう一ついえば、特異な初期値が存在する
ということである。たとえばFig. 3.2で を初期値としてこ
の関数の極小値を求めようとしても微係数が であるからつ
ぎの近似値を求めることができない。また、反射波の走時

（2.2）式の場合には のときすべての に対して

　　

になるので、 を初期値として反復を行えば、最急降
下法では 方向の極小点に収束し、ガウス・ニュートン法で
は を求める際に による割り算が現れて計算が不可能に
なってしまう。これは が ベクトルになるからである。

3.3 マルカート法
　ガウス・ニュートン法は極小点の近傍では収束が速いが、
極小点から離れるとつぎの近似解がとんでもないところに飛
んでいってしまうことになりかねない。そこで線型の場合と
同様に、解が暴れることをおさえるために、観測方程式（3.3）
の残差 の二乗和を最小にするのではなく

　　 　　　　　　　　　  （3.7）

とする。これは安定化最小二乗法にほかならない。
のときがガウス・ニュートン法による解である。 のと
きは

　　

すなわち最急降下の方向に近づく。また、 が から増加す
るにつれて は単調に減少する。
　以上の性質を考えれば極小点から遠い、すなわち反復の
初期の段階では を大きくとって安定な解を求め、極小点に
近づくにつれて を減少させて最終的に にして反復を
行えば収束が速くなるだろう。

インバージョン解析の基礎

東京工業大学名誉教授、物理探査学会名誉会員

斎藤 正徳
　1965年 東京大学大学院博士課程終了（理学博士）、1983年 神戸
大学理学部教授、1986年 東京工業大学理学部教授、1997年 横浜
市立大学理学部教授、2003年～2009年 応用地質株式会社顧問
　1996年度物理探査学会長、2008年物理探査学会名誉会員

Fig. 3.2　� で極小値をさがすと点 に収束し、 
からさがすと点 に収束する。
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　それではなにを目安にして を増減したらよいだろうか。
ある を用いて（3.7）式から求められた から（3.3）式の残
差の二乗和

　　

を計算する。解 のときの残差の二乗和

　　

との差

　　 　　　　　　　  （3.8）

は、解 によって残差がどれだけ改善されたかの目安を表
す量である。この量はつねに負

　　

であることはこれまでに示した式によって比較的容易に示すこ
とができる。
　ところで求めたいのは線型化された観測方程式（3.1）の最
小二乗解ではなく、非線型の観測方程式（2.1）の最小二乗解
であるから、 が求められたときに

　　

が に比べてどれだけ減少しているかが問題である。そ
こで

　　 　　　　　　　  （3.9）

とし、 との比

　　 　　　　　　　　　　　　　  （3.10）

を定義する。 が に近ければ線型近似（3.1）式が成り立っ
ていることを意味しているから、 を小さくしてガウス・ニュー
トン近似に近づけてやればよい。 が小さいとき、あるいは

が増えてしまったために になったときに
は を大きくして最急降下の方向に解を求めるようにすれば
よい。これがマルカート法である。

3.4 ヤコビアン ─ 感度曲線

　逐次線型化の方法ではヤコビアン が必要であ
る。例題（2.2）式のヤコビアンは解析的に簡単に計算するこ
とができるが、一般にはヤコビアンが正確に計算できる例は
非常にまれである。多くの場合、偏微分を差分商、たとえば

　　 　　　　　　（3.11）

で近似する。 の計算法はわかっているから（わかってい
なければそもそもインバージョンが成り立たない）、上の計算
は簡単なようにみえるが、計算量は膨大になる。
　たとえば走時トモグラフィーの場合を考えてみる。この問
題の場合、 の成分 はセル の弾性波速度、 は
観測点 における計算走時を表す。 はセル

の速度だけを変化させたときの走時を意味している。これ
をすべての について計算しなければならないので、セルの
総数を とすればヤコビアンの計算には単に走時 を
計算するための計算量の 倍の計算量が必要になる。 は
数十から100以上になることも珍しくはないから、インバー
ジョンの計算量の大部分がヤコビアンの計算に費やされると
いうことにもなりかねない。そこでモデルが更新されるたび
にヤコビアンを計算するのではなく、何回かに一回だけ計算
するというような簡便法をとることもある。極端な場合に
は、初期モデルに対してだけヤコビアンを計算してこれを最
後まで用いるというような簡略法もある。走時インバージョ
ンのときには、速度構造が変化すれば波線が動いてしまうの
で、同じヤコビアンを用いるのはかなり危ない近似である。
最終的に の極小点が求められさえすれば、ヤコビアン
が正確に計算されていてもいなくてもどうでもいいようなこ
とではあるが。
　観測方程式（3.3）の はヤコビアンの 列を表している。
この観測方程式を別の角度から見てみよう。 が だけ
増加したとき（3.3）式の右辺は だけ増加する。すなわち

は変数 に関する感度を意味していることがわかる。
を だけ増加させたときというのは単位をどうとるかな

どによって変わるからわかりにくい。そこで無次元の表現に
直すことにする。

　まず、いままで と書いてきた観測値をはっきりと
と書き、一方 を と書くことにする。後者はモデ
ル に対する計算値というつもりである。この書き方を用い
ると（3.3）式は

　　 　　（3.12）

と書くことができる。ここに は

　　 　　　　　　　　　　　　  （3.13）

で定義している。（3.12）式の は（3.3）式の とは異なり相
対残差であるが、記号が複雑になるのを避けて、ここでは同
じ記号を用いておく。
　（3.12）式の左辺の分子

　　

はいわゆる （観測値ー計算値）であり、したがって左辺
は を計算値で正規化した相対誤差を表している。この
相対誤差を の線型結合で表そうというのが先の観測方
程式（3.12）である。 は無次元の量であり、モデル が
与えられれば計算でき、観測値を必要としない。 だけ
が ％増加したときに が ％だけ増加するから、
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は感度と呼ぶにふさわしい量である。
　さきにあげた反射走時に対する感度曲線をFig. 3.3に示
す。これは 、 のときのものである。横
軸はオフセット 、上段は（3.12）式の左辺、相対誤差を表
す。中段と下段はそれぞれ と である。

　これら3本の曲線はたがいに平行しているように見える。
実際、 と の間には

　　

の恒等関係が成り立っているので、 と は完全に平行で
あるが、これらと相対誤差とは厳密には平行ではない。
と は平行ではあってもレベルが異なっているから、たが
いに線型独立である。したがって 、 にそれぞれ定数を
かけて加え合わせることによって相対誤差 を近似すること

は容易である。実際、ガウス・ニュートン法ではこれを行って
いる。これらのグラフを見て、目のこで係数、すなわち

、 の見当をつけることはそれほど難しくは
ない。
　感度曲線が上のように単純であるとはかぎらない。層構造
を伝わるレーリー波の位相速度の分散曲線は、 波速度、

波速度、層厚、密度などによって変化するが、ここでは各
層の 波速度のみを変化させるものとする。 層の 波速度

を だけ増加させたときに 番目の周波数における位
相速度 が だけ増加したとすれば、これらの間には

　　

の関係が成り立つことが知られている。感度 は構造が与
えられれば差分近似を用いないでも計算できる量である。
　Fig. 3.4は 層からなる構造に対する 波の感度曲線を表
している。図の右には 波の構造の部分だけを示してある。

は層の厚さで単位は 、 は 波速度で単位は で
ある。この構造は厚さ の地殻と一様なマントルを表し
ている。 層目と 層目（半無限）が同じ速度になっているの
は、マントル上部の影響を見るためにしたことで、実質的に
は 層以下が均質なマントルである。

　この感度曲線はFig. 3.3とはまったく異なる形をしている。表
面波の性質上当然のことながら、ある層の 波速度が影響を及ぼ
す周波数範囲がかぎられている。図中に番号が書かれていない第

、 層の感度は に重なっており、これらの層を独立
したものと考えることが意味のないことがわかる。ある誤差
曲線が与えられたとき、これを感度曲線の線型結合で表すこ
とがいかに難しいかはこの曲線群をみれば理解できる。

（以下次号に続く）

Fig. 3.3　�反射走時に対する感度曲線の例。横軸は 、上段は
相対誤差 、中段、下段は感度曲線。

Fig. 3.4　レーリー波の 波速度に関する感度曲線。横軸は周波数、数字は層の番号を表す。
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IT化のススメ！？

　松島　潤

　

1. はじめに
　私たちの職場や実生活において、パソコンはもちろんのこと
携帯ツールをベースにしたIT技術がもの凄い勢いで浸透して
きています。最近では、「つぶやく」仕組みや「友達になる」仕組
みなど、次から次へと進化を遂げています。筆者自身は携帯電
話を（今のところ）持ち合わせていない、若干アナログ人間で
すので、「ちょっとついて行けないな」と思うようになってきた
感もあります。最近では学生の就職活動において、会社のホー
ムページからエントリーシートなるものに記入し、携帯電話で
連絡が行われるため、インターネットと携帯電話が使える状況
にないと就職活動もままならない状況のようです。「その前に
ITって何よ？」と思われた方、IT=Information Technology
です。情報の処理（コンピュータ）および伝達（通信）の、工学お
よびその社会的な応用技術の総称ということになります

（Wikipedia）。 最近は、コミュニケーションも加えて、ICT
（=Information and Communication Technology）を用
いる場合もあります。この名称が表しているように、情報を一
方的に発信するone way的な仕組みではなく、人と人とを繋
げていく相互作用的なツールに進化しているように思われま
す。「IT化」あるいは「ICT化」なる言葉遣いは若干古めかしいよ
うな気もしますが、ここでは様々なインターネット技術を利活
用する仕組みを導入することを「IT化」と呼ぶことにします。
　国内外の学協会の活動におけるIT化の状況を見ますと、
ホームページが組織の「顔」という認識も定着し、またこれまで
紙媒体の冊子体で出版してきた学術誌を電子ジャーナル化す
る大きな流れもあり、力の入れ方に濃淡はあるものの、IT化に
取り組んでいるようです。このシリーズでは、主として国内外の
学協会を取り巻く学術分野におけるIT化に焦点をあて、IT化導
入の利点・欠点などを整理しつつ、IT化の効果的な導入を共に
考えていきたいと思います。第1回の今回は、学術情報流通の

視点から見た電子ジャーナルの寄与と学術団体における意義
について考えてみたいと思います。

2. 電子ジャーナルの隆盛
　筆者がまだ学生時代であった1990年代初頭の頃の文献調
査作業といえば、図書室に足を運び文献を複写し、さらにその
文献が引用しいている関連しそうな文献を探し複写する・・・（以
下同様な作業が必要な回数続く）・・・という状況でした。このよう
な作業をしていますと１週間は余裕で過ぎてしまいますし、そ
のテーマにおいて重要な論文に辿り着ける保証もありません
でした。ただ、図書館に足を運ぶことで得られるメリットも多く、
偶然に有益な書籍に巡り会えたり、図書室独特の雰囲気が知
的好奇心をくすぐってくれる副次的な効果もありました。一方、
現在の文献調査作業では、自分の机からインターネット上の文
献データベースサービスを利用し、ほとんどの場合電子ファイ
ル（PDF形式が一般です）として入手しています。この種のシ
ステムの便利な点は、単に目当ての論文を検索できるだけで
なく、書誌情報がデータベース化されているため論文同士の
引用関係が辿れることができることです。すなわち、その論文
がどの文献を引用しているかだけでなく（出版時から過去の方
向）、その論文が別のどの論文から引用されているか（出版時
から未来の方向）、という時間軸上における双方向の情報を提
供してくれます。そうしますと、関連する論文の電子ファイル群
を芋づる式に取得することができますので、当該テーマの研究
過程を効果的に把握することができます。どの論文が最も影響
力のある重要な論文なのかを把握することができますし、自分
のテーマに合致した有益な論文を短時間で見つけ出すことも
できます。通常、論文のイントロダクションでは、その研究テー
マに関する既存研究のレビューを書きますが、この機能の出現
によりそこの作業がだいぶ楽になります。なお、組織が電子
ジャーナル購読契約していれば論文ファイルを自動的にダウン
ロードできますし、そうでない場合はクレジットカードを使用す
ることで即時に入手することができます。ダウンロード後は、印
刷して読むも良し、パソコン上に保存しておけば、今のパソコン
はファイルの中も全文検索してくれますので、あちこちフォル
ダを探すことなく、キーワードで検索すれば一発でお目当ての
論文を自分のパソコンから見つけることができます。もちろん
WOSと連携する商用ソフトウェアもあります。本当に便利に
なったと思います。また、上述のような論文同士の引用関係を
分析することにより、その分野の進展過程を俯瞰的に分析する
学問分野も発生しており、副次的な波及効果もあるようです。
　世界の大規模な学術団体あるいは商業学術誌出版会社は、
そのスケールメリットを生かして大胆かつ早期にIT化に積極的
に取り組み、投稿、査読、出版、販売までの一連の作業をIT化に
より効率的かつ迅速に実施できるシステムを構築しており、学
術情報の流通性を格段に向上させるなど、学術的に大きな貢

東京大学 大学院工学系研究科 エネルギー・資源フロンティア センター
エネルギー・資源俯瞰部門 准教授

第1話：電子ジャーナルという黒船
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献をしてきています。また、このような流れが新しい学術分野
やビジネスを生み、大きな潮流をつくりだしています。

3. 論文も「数より質」の時代
　筆者は最近、エネルギーの「質」に関する研究を行っていま
す。そこでは、質の低いエネルギーは膨大に存在しても人間社
会にとって有益にならないことを学ぶことができます。考えて
みますと、「数（量）より質が大事」は様々な問題に対して普遍的
真理であるのではないでしょうか。しかしその一方で、「質」を
計量的に評価することの難しさや、そもそも「質」とは何かとい
う根源的な問いも存在します。では、論文の場合の質とは何で
しょうか。これに対する明確な答えは現状存在しないのかもし
れません。多くの研究者が使用している学術文献データベー
スであるトムソン・ロイター社の「Web of Science」（以下
WOS）では、「収録されている学術雑誌はすべて、客観的な評
価プロセスにより、高い水準にあるものを集めており、役に立
たない余分な情報を削ぎ落とした、正確で意味があり、タイム
リーなデータを提供している」と表現しています。すなわち、
WOSに収録されている学術誌に掲載された論文は一定の質
があるとみなされる、と多くの研究者は考えているようです。し
かし、これは一つの考え方であります。学術・研究機関におけ
る論文数や引用ランキングを最近目にすることが増えました
が、そのソースは概ねWOSです。なお厳密には、WOSは
Science Citation Index Expended（SCIE）やSocial 
Sciences Citation Index（SSCI）などの基本データベース
をWEB上で効率的に利用する仕組みになりますが、ここでは
単純化のために諸々の関連要素をWOSに包括させて進めて
いきたいと思います。
　2010年6月28日現在、WOSに登録されている雑誌は
9589誌であり、その内日本国内のものはわずか208誌と
なっています（その他主要諸国を併せて表1に示します。なお、
出版元の所在する国であることにご注意ください）。日本国内
における学術団体数（日本学術会議の協力連携学術団体数）
は約1800団体とのことですので、概ね9団体のうち1団体程
度しかWOSに登録されていない勘定になります。WOSに登
録されるためには、厳密な審査があり、学術誌の影響度・重要度
などが定量的に評価されます。日本語で書かれた学術誌が世
界で読まれることはほとんどなく、従って影響度は小さいと評
価され、採択に至らないケースがほとんどです。日本における
学術分野の活発度からしますと、かなり割を食っている感が否
めないのですが、世界の研究者はこの数字をある程度意識し
ながら論文投稿先を選んでいることも事実ですし、費用対効果
の観点から大学の図書館では購入対象雑誌の取捨選択にこの
基準（さらに後述するIF値の大小）を導入しているとこも少なく
ありません。先日、台湾の国立大学の先生とお話する機会が
あったのですが、その大学（学科）ではWOSに登録されている

雑誌に3本以上論文が掲載されないと博士号を授与しないそ
うです（厳しいですね！）。このような話は若干世知辛いように感
じる面もありますが、このような仕組みを導入することで、学術
の水準を高めようと努めているとも解釈することもできます。
　WOSでは、影響力のある学術誌を収録するだけでなく、そ
の影響度を定量的に評価することも行っています。前述のよう
に論文同士の引用関係が把握できている状況では、どの学術
雑誌がどれくらい引用されているのかという影響度を、以下の
定義式により定量的に表現することができます。この数字はイ
ンパクトファクター（以下IF）と呼ばれています。

インパクトファクター＝（直近2年間に引用された数）÷（直近
2年間に出版した論文数）

　研究者の世界では、このIFなる数値がどういう訳かもてはや
されているのです。実際、研究機関ではIF値の総計を一定期間
に達成することを定量的な目標としているケースも少なくあり
ます。何故このような数字がもてはやされているのかという理
由の一つに、研究者が何となく抱いている学術誌の序列とイン
パクトファクターの序列が概ね一致しているというのです。以
下の表2で具体的に見ていきましょう。以下の表2は、WOSに
登録されている、主として物理探査関連（applied geophysics）
の学術誌のインパクトファクター（5年間の平均：5年未満の
実績値しかないものは、実績期間の平均）を示しています。若
干どんぐりの背比べ的なところがありますが、皆様の感覚と一
致してますでしょうか？ ちなみに、「EXPLORATION 
GEOPHYSICS」は皆様ご存じの通り、ASEG（豪州物理探査
学会）の学会誌になりまして、現在3カ国（ASEG, KSEG, SEGJ）
での共同編集体制により、EXPLORATION GEOPHYSICS
誌を共同出版しようという方向性を打ち出しています。

国名（出版元） WOSでの登録学術誌数
米国 3686
英国 2007
オランダ 779
ドイツ 597
日本 208
フランス 201
オーストラリア 157
ロシア 129
中国 122
イタリア 111
カナダ 111

表1　�WOSに登録されている学術誌の国別数（Web of Science
のデータより作成）
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　SEG（Society of Exploration Geophysicists）が刊行
するGEOPHYSICS誌は物理探査の分野では自他共に認め
るFlagship Journalではありますが、地球物理や地球化学の
分野を含んだ「Geochemistry & Geophysics」のカテゴリ
では、75誌中で中位くらいの成績となっています。このことに
ついて、「技術的に真のインパクトを与えているので、IF値を過
度に気にしない」というようなGEOPHYSICS誌編集関係者
のコメント記事を何年か前に読んだことがあります。10年以
上前のGEOPHYSICS誌に掲載された論文のタイムスタンプ
を見ますと、投稿から出版までの期間が1〜2年以上のものが
多いことがわかります。上述のIFの定義式により明らかなよう
に、査読期間が長いほど被引用数をカウントできる期間が短く
なってしまいますので、効率的な査読プロセスを実施しないと
IF値は低いままとなります。最近のSEGでは、IT化の導入も含
めて査読プロセスの迅速化を図り、直接・間接的にIF値向上に
努めているように見えます。この場合、IF値という単なる数字
を向上させようとする行為が、結果として学術成果のタイム
リーな公表促進へのpositiveな作用に繋がっていることがわ
かります。

　以上、IF値をめぐる状況を述べてきましたが、一営利企業が
販売している単なる数値が、世界の学術分野におけるデファク
トスタンダードになってしまっている状況に少し疑問を抱いて
しまうのが筆者の正直な感想です。それから、IF値は少数点以
下の数字の上下も関心対象となるため、その動きで一喜一憂
することにもなりますが、大人が少数点以下の数字を見て上
がった、下がったと一喜一憂している姿を子供が見たら、「お父
さんって、ちっちゃいね」ということになるかもしれません。

4. 翻訳的研究の質的変化と学術情報の継承
　筆者がまだ研究者として駆け出しの頃、初めてSEGの
Annual Meetingに参加した際に配付された、数千ページに
も及ぶExpanded Abstract集を米国から大事に持ち帰った
ことを覚えています。このMeetingは、萌芽的な最先端の研究
が多く発表される場であり、そこで紹介された内容について翻
訳的に追試を行い、国内で紹介することは一定の価値があった
と思います。しかし、IT化が進んだ今となってはExpanded 
Abstract集のPDF版ばかりでなく講演に用いたプレゼン
テーション資料までもがインターネットを通じて利用できるよ
うになりました。このような状況になりますと、翻訳的な研究の
価値はどうしても変化してしまいます。
　一方、インターネット技術により学術情報の流通性が格段に
向上した結果、英語を基軸とした学術情報のグローバリゼー
ションが一層進み、時をおくことなく本場の研究成果を吸収す
ることができるようになった反面、日本国内で蓄積されてきた
貴重な成果が世界の中で取り残され、国際的な学術の場で継
承されない事態が危惧されます。このことは、国内向けに日本
語で研究成果を発信するばかりでなく、英語でも発信する必要
が生じていることを意味すると思います。日本国内の多くの学
会は比較的規模が小さく（すなわちスケールメリットが出せず
に）、IT化の本格的導入が大幅に遅れてしまっているのが現状
のようです。このような日本の状況は、最近の流行の表現を使
いますと、世界標準の流れからかけ離れてガラパゴス化してし
まっているということになるのでしょうか。ただ、「ガラパゴス化
して何が悪いのだ！」というスタンスも重要で、特異な進化の過
程を良く理解して、その中に価値を見出すことも重要であると
思います。

3. おわりに
　今回はシリーズの第1話として、電子ジャーナルをめぐる昨
今の状況をレビューしてみました。電子ジャーナル、IF値、IT化
という３者が互いに有機的な相乗効果を出しながら、英語を基
軸とした学術情報のグローバル化が進んでいる状況を筆者な
りの解釈で紹介しました。電子ジャーナルという「黒船」は、単に

「そろそろ紙ベースの冊子体を電子化しましょうか」というレベ
ルの話ではなく、私たちが依りところにしてきた根幹的な部分
をも問うているような気がしています。何故IT化する必要があ
るのでしょうか？情緒的にグローバル化の流れに追従するので
はなく、ある程度議論を積み上げ戦略性をもっていく必要があ
るように思います。大変僭越でありましたが、参考となる資料、
個人的に考えていることなどを交えてお送りしました。議論の
きっかけになれば幸いです。

学術雑誌名 インパクトファクター値
（5年間の平均）

GEOPHYSICS 1.287
JOURNAL OF APPLIED 
GEOPHYSICS 1.086

GEOPHYSICAL 
PROSPECTING 1.024

NEAR SURFACE 
GEOPHYSICS 0.876

JOURNAL OF GEOPHYSICS 
AND ENGINEERING 0.774

JOURNAL OF 
ENVIRONMENTAL AND 
ENGINEERING GEOPHYSICS

0.700

EXPLORATION 
GEOPHYSICS 0.404

JOURNAL OF SEISMIC 
EXPLORATION 0.204

表2　�物理探査関連学術誌のインパクトファクター（Web of 
Scienceのデータより作成）
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　株式会社地球科学総合研究所は応用地球科学分野の
専門技術サービス会社として、1983年4月に石油資源
開発株式会社の全額出資により設立されました。国内お
よび海外における石油・天然ガスなどの資源開発を対象
とする各種物理探査を実施するとともに、これにかかわる
基礎・応用技術などの研究開発を進めています。

　現在は、石油・天然ガスなどの地下資源の探鉱開発分
野のみならず、地震防災のための地下構造調査や地殻構
造調査の実施、地質調査等のコンサルティングサービス
も行っています。さらに土木・建築分野における地盤調
査や二酸化炭素地中貯留等の環境調査分野への応用ま
で範囲を広げています。

　また、地震モニタリングシステムをはじめとする物理探
査機器やデータ処理解析システムの自主開発も行ってお
り、従来技術では困難であった調査地域や環境にも柔軟
に適合できるよう、更により高精度で信頼度の高い地下情
報を提供できるよう改良を続けています。

弊社の特色は以下の通りです。
浅部から深部、および、陸域から海域までのフルレンジ
で調査可能な国内最先端の地震探査技術を保有
資源探査・開発で培われた、地質データ、物理探査
データ、坑井データおよびリモートセンシングデータを
用いて広範囲の地下地質を高精度で解析し評価する技
術を保有

　最近の事例をもとに、いくつかその技術の一端を御紹
介します。

陸域3次元反射法弾性波探査　
　東北地域にて、より詳細な地下構造を把握する目的で
3次元地下構造調査を実施しました。調査範囲は山間部か
ら市街地まで広範囲に及んでおり、複数の有線テレメトリ
型システムと多数のケーブルレスの独立型データ収録シ
ステムを併用し、震源はダイナマイトと大型及び中型バイ
ブレータを用いました。本調査での１発震点当りの受振点
数は2500～3000点で、約100ｋｍ2のエリアで記録を
取得し、データ処理を実施しました。

浅海域3次元反射法弾性波探査
　経済産業省からの委託事業を受けた日本CCS調査か
らの発注により、北海道にて二酸化炭素地中貯留（CCS）
実証試験候補地における貯留層評価を目的とした３次元
弾性波探査を実施しました。浅海域データ収集装置として
海底着底ケーブル方式（OBC）の最新型探鉱機により約
5km×4kmのエリアで記録を取得しデータ処理を実施し
ました。（注）OBC：Ocean Bottom Cable

株式会社地球科学総合研究所

山間部でのバイブレータ発震作業

ケーブルレス独立型データ収録システム

OBCシステム SeaRay®の準備作業
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反射法及び屈折法データによる統合プロファイリング
　兵庫県南部地震以後、弊社では、港湾域を含む都市部
周辺を含め、地震基盤に至る堆積盆の詳細構造及び活断
層・震源断層の形状推定、また、強震動予測に資する速
度構造推定という社会的要請に応えるべく、約15年に亙
る地道な機器開発、地震探査データ取得法や解析法に関
する研究開発に取り組み、数多くの地震防災及び学術関
係調査を受託してまいりました。特に、データ取得に関わ
る重要な要素技術としては、有線テレメトリ方式の陸域及
び浅海域におけるデータ収録システムと独立型データ収
録システムの併用による稠密展開を伴う長大測線（測線
長100～250km、チャンネル数2000以上）の実現を
挙げることができます。こうした稠密長大展開と併せて、
大薬量ダイナマイト、バイブレータ（多重発震を含む）及び
エアガンといった異種震源の複合的な使用によって、堆積
盆スケールのみならず、地殻スケールの地下構造イメー
ジングが可能となりました。さらに、近年、四成分ディジタ
ル海底着底ケーブルの採用、機動性に優れた多船式デー
タ取得手法の開発を通じて、連続的な海陸データ接合を
達成しております。

　稠密長大展開の測線設定によって、屈折法データと反
射法データの同時取得が可能となり、その併用により速
度推定精度の高精度化を実現しました。中でも、屈折トモ
グラフィー解析に関しては、ランダム化初期モデル手法の
採用によって、客観指標による速度構造推定と誤差評価
を導入し、反射波及び屈折波フォワードモデリング、ポテン
シャルデータを併用した総合的な速度モデル構築、さらに
は、高精度速度情報を用いた反射法イメージングの向上
に向けたさらなる技術開発を継続しております。こうした
統合型イメージングの手法は、地震防災分野に止まらず、

資源探査分野においても、サービス種目として提供でき
る段階まで到達しております。

油・ガスの移動・集積シミュレーション
　石油・天然ガスを効率的に探すためには、根源岩（石
油・天然ガスを生成する有機物を多く含む岩石）からい
つ、どれくらい石油や天然ガスが生成・排出されたか、どの
様に油田・ガス田に集積したかを知ることが重要です。
　弊社では、自社開発したシミュレーションソフト（BSS）
を用いて油・ガスの生成・排出量やタイミングを推定し、
さらにPermedia社（カナダ）から導入したMPathを用い
て三次元地質モデル上で油・ガスがどの様な経路をたどっ
て移動するかをシミュレーションしています。MPathで
は、堆積盆地・地質時代スケールでの極めて低速な炭化
水素移動（石油の二次移動）に対し流体力学を考慮した浮
力－毛細管圧力によるInvasion Percolationと呼ばれ
る手法を採用しています。 これにより、MPathシミュレー
ションではセルの精細化と計算時間の大幅な短縮が同時
に達成され、実務的なツールとして石油システム解析技
術の向上に貢献しています。
　最近では、国内やインドネシア、マレーシアの油ガス田
において油・ガスの移動・集積シミュレーションが実施さ
れ、同地域における石油システムの検証・探鉱余地の検討
に利用されています。

　弊社は地球を探査する総合技術サービス会社として、
今後ともその技術の開発、向上を図り、国内はもとより海
外の顧客の皆様の要請にも迅速かつ的確に応えられるよ
う努力を続けてまいります。

（文責：菊地秀邦）

新潟中下越地域における反射法・屈折法統合調査例
（佐藤他、月刊地球/Vol.32, No.7, 2010）

北部マレー堆積盆における油・ガスの移動・集積シミュレーション
（高橋他、マレーシア石油地質会議PGCE 2008）
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　先回、先々回とややくどい話をしたので、今回はもう少し具
体的なことを書いてみよう。
　前にも書いたが、われわれは日本語でいろんな言い方を
知っている。では、日本語は語彙が豊富なのだろうか。日本語
の語彙が豊富になったのは、漢字の助けがあったこともひとつ
の理由ではないだろうか。私は言語学者ではないが、日本語の

「かえす」「かえる」「かわる」などの語が、同じ語根をもっている
らしいことは想像できる。これらの語はかな書きすると混乱を
招きかねないが、漢字のおかげでわれわれは識別できている。

「返す」「帰す」「帰る」「還る」「変える」「換える」「代える」「替え
る」「返る」「換わる」「変わる」「代わる」「換わる」「替わる」、
等々。こうして同じ言葉の意味の違いを表現し、理解している。

英語でも同じような言葉があるのは同様である。Tu r n , 
Return, Change, Exchange, Modify, Alter, Represent, 
Metamorphose, etc.　一々の語には“守備範囲”の違いがあっ
て意味が微妙に異なり、日本語に訳すときにいつも「かわる」

「かえる」と訳さないほうがいい場合もある。
　簡単には気がつかないが日本語の「つかう」という語も二つ
の意味をもっている。「使う」「使って」「用いて」「によって」とい
う語は、物探 の論文や今回訳している「物理探査の手引き」に
頻出する。日本から来る訳文では、これらをUse, Using, 
Utilize, Utilisingと訳されている。ところでUseとUtilizeは
違うのだろうか。どちらも日本語に訳すときは「使う」と訳す。中
学校の英語に出てくるUseよりUtilizeといったほうが何か進
んでいるようで、カッコいいと思って書いているように思うのだ
が、細かく見てみると用法の違いがあるように見える。

　次の２文を比べてみよう。 We use solar panels to 
generate electricity.  We utilise sunlight to generate 
electricity.　この２文でUseとUtilizeは交換できない。Use
ではその目的語を道具として使って何かをすること、Utilizeで
はその目的語に働きかけて何かをするのである。Useは「使用

する」、Utilizeは「利用する」という違いだ、というとわかりやす
い。つまり、その目的のために作られたものを使うのがUseで、
そこにあるものを後から加えたある目的のためにつかうのが

Utilizeというわけだ。
The microtremor method utilizes natural vibration of the 
ground.
In the electric survey, the resistivity of the ground is 
utilised to estimate the subsurface structure.
Long-per iod se ismometers  are  used to  record 
microtremors.
The resistivity method uses standard curves for data 
analysis.
　上の２例ではもともと物探のためにあったものでないもの
を物探に「使って」いる。下の２例では物探の目的のためにわざ
わざ作ったものを「使って」いる。

　“-ize”という接尾辞が「．．．化する」という意味であることを考
えると、なるほど、Utilize=Use+ize（Use化する）ということだ
から納得できる。
　こうした違いは最近の論文ではあいまいになって、互換的に
使われているものが少なくない。学界が国際的になり論文の
著者が必ずしも英語国民とは限らない。査読者・編集者にして
も同様だし、英語国民であっても気づかないこともあり、また
気づいても大目に見てくれることもある。
　最近ちゃんとした日本語の書けない日本人がいるのに腹が
立つが、英語国民にもちゃんとした英語を書けない、話せない
人がいるのも同様である。それをあげつらうと、「お前の言語
感覚は古い」と言われるのだが、正しい用法は心得ておくほう
がいいと思う。

Terra Australis Geophysica Pty Ltd

須藤公也

よもやま話
　脱線・物探英語 その3　 
使い物になる話

土木地質調査で用いられる
物理探査・物理検層３２種
目を網羅。
土木物理探査の全てのノウ
ハウがこの1冊に集約された。

定価／7,350円（税込み）
総ページ数539頁（A４版）

「新版 物理探査適用の手引き」
－物理探査マニュアル2008－

増補、全面改定版！ 好評発売中！

お申し込みは、学会事務局 03-6804-7500 まで
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　第125回（平成23年度秋季）学術講演会は、平成23年9月
13日から15日の3日間、秋田市のカレッジプラザで開催され
ました。内容は、一般講演77件（口頭65件とポスター12件）、
特別講演2件、交流会、機器展示3社、見学会などです。参加者
は講演会138名（うち学生19名）、交流会89名（同10名）、見
学会29名（同8名）でした。
　1日目は、口頭4セッションで24件、ポスターセッションコア
タイムで12件の一般講演が行われました。このうち東北地方
太平洋沖地震の2セッションでは、学会有志が実施したいわき
市付近での調査など、12件の発表がありました。
　2日目は、口頭4セッションで28件の一般講演、特別講演、会
場をイヤタカに移して交流会が行われました。
　特別講演1件目は高崎康志氏（秋田大学国際資源学教育研
究センター）の「『都市鉱山』をささえる製錬技術」と題する講
演でした。家電や携帯電話などから有用な金属資源を取り出す
のは、単なるリサイクルでは経済的に難しく、製錬所で長年に
わたって蓄積されてきた技術と施設を活用することが現実的
とのことです。銅を例にして、鉱床での採掘、粉砕、浮選、精錬ま
でが紹介されました。次に、土岐仁氏（秋田大学大学院工学資
源学研究科）から「秋田発　宇宙教育とその展開」と題する講
演がありました。秋田と宇宙開発との関わりは50年以上前の
ペンシルロケットの時代に遡り、近年は、能代宇宙イベント、ロ
ケットガール養成講座、缶サット甲子園などが実施されていま
す。「宇宙」をきっかけとして高校生など若者に理科への興味を
持ってもらおうという取組です。
　交流会は、内田利弘会長の挨拶、西谷忠師氏の挨拶、小林芳
正氏の乾杯の音頭と続き、会の半ば頃、赤青緑のなまはげ3人

（匹？）が会場に乱入し「なまはげ太鼓」を熱演しました。その
後、野口竜也氏から来秋第127回学術講演会予定地の鳥取の
紹介があり、最後に、中国から参加の鐘世航氏が飛び入りで
music sawを演奏しました。秋田の郷土料理のきりたんぽ、
稲庭うどん、ガッコなども振る舞われました。
　3日目は、午前中に口頭2セッションで13件の一般講演と、
午後は石油生産施設と蔵元の見学会が行われました。
　学術講演会の開催にあたり、多くの方のご協力をいただきま
した。会場のカレッジプラザの職員の皆様は学会側の細かい要
望に実によく対応して下さいました。秋田大学の西谷氏、筒井
智樹氏、坂中伸也氏、尾西恭亮氏には、会場予約、準備、特別講
演、交流会、見学会の全般にわたりひとかたならぬお世話にあ
ずかりました。以上の皆様に、ここに記してお礼申し上げます。
　今回の講演申込み件数は、当初の締切時点で10数件と極
端に少なかったですが、2度の締切延長が奏功し例年並みの件
数となりました（昨秋81件、2年前秋84件）。次回以降、発表を
予定している皆様には、当初の締切月日までの申込みをよろし
くお願い申し上げます。

（文責：学術講演委員　山口和雄）

見学会　開催報告

　第125回学術講演会では、一般講演終了後の9月15日午
後、「秋田の流体エネルギー生産現場を訪ねる」をテーマとし
て、国際石油開発帝石株式会社秋田鉱業所と小玉醸造株式会
社を見学しました。参加人数は一般21名、学生8名の計29名
でした。
　秋田鉱業所は講演会会場からバスで10分の秋田市街地に
位置し、住宅やショッピングセンターに隣接しています。鉱業所
では、敷地内で稼働中のポンプ前で説明を受けました。採油し
ている八橋油田は南北の長さ約13km、東西の幅約600m、
油田の最盛期は7地区で、現在は5地区で稼働しています。
1916年に掘削で初めて油層に当たりました。1926年には
県内初の重力偏差計による探査が行われ、地震探査等の物探
も多数実施されています。地層別開発年代は、1933年に
200m以浅、1934年から200m～500m、1938年からは
600m以深となっています。地質構造は東緩西急の背斜構造
です。生産技術は、水攻法、ガス圧入法、ハイドロフラクチャリン
グを経て、ビームバランスタイプのポンピングが実施されてい
ます。原油生産は昭和30年代に最多日産量1,075klでした
が、昭和40年以降減少し、現在の平均日産量は40klです。見
学時、鉱業所構内では2カ所で3台のポンピングシステムが動
いていました。ポンプは30年以上前に設置され、メンテナンス
は潤滑油を差す程度とのことで、丈夫で長持ちのようです。鉱
業所から次の見学先である小玉醸造株式会社に向けて移動す
る道すがら、同様のポンプが水田内に点在していました。
　小玉醸造株式会社は、秋田市内から北方へ車で約40分、八
郎潟の南東岸の潟上市の市街地にあります。構内には、レンガ
造りの蔵、木造2階建ての事務所など、伝統を感じさせる建物
が並びます。創業1879年で、醤油・味噌の醸造から始まり、
その後、大正に入ってからは酒造にも着手し「太平山」ブランド
として販売されています。見学開始までの少時、直売所に案内
され、純米酒、吟醸、大吟醸などを試飲し、見学会テーマにある

「流体エネルギー」の直接摂取となりました。見学は、醤油製造
の蔵、味噌製造の蔵、清酒醸造の蔵の順で回りました。味噌蔵
では深さ3mほどの木製の樽を使っており、階段を登って上か
ら樽の中の様子を見られるようになっています。酒蔵には金属
製の樽が多数並んでいますが、昨今、清酒の需要が減少し、実
際使われているのはその数割だそうです。せっかくの銘酒蔵元
なのにもったいない気がします。
　見学会の実施に際し、国際石油開発帝石秋田鉱業所の伊藤
淳一氏および矢部祐二氏、小玉醸造の小玉芳弘氏ほかの皆様
は、忙しい業務の傍らで学会側への対応をして下さいました。
秋田大学の筒井智樹氏には見学会テーマ設定、見学先選定・連
絡、バス・ヘルメット手配、パンフレット作成、さらにバス車中で

ymposium
第125回（平成23年度秋季）学術講演会 開催報告
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のガイドなど、全面的にご協力いただきました。以上の皆様に、
ここに記して感謝致します。

（文責：学術講演委員　山口和雄）
英文誌「Exploration Geophysics」への

投稿受付を開始

　本ニュースレターでもお知らせいたしておりましたが、
2012年から新設されます英文誌へのご投稿を現在受け
ついております。英文誌は日本・オーストラリア・韓国の
三カ国の物理探査学会による共同発行誌であり、年4回
の定期発刊を予定しています。英文誌名は豪州物理探査
学会が発刊中の「Exploration Geophysics」を継承し、
インパクトファクターを有する英文誌として、アジア地域
から世界に発信することを目指します。また他の英文誌と
異なり、日本語で査読を受けることが可能です。
　本英文誌へのご投稿方法の概略を以下に記します。学
会委員以外の方も投稿可能です。投稿時には下記ファイ
ルをご用意下さい。雛形などの詳細は末尾のWebページ
にございますのであわせてご覧ください。
1） �本文の電子ファイル（Wordファイル：図表等を貼り込

まなくて結構です）
2） �図、表、写真等の個別電子ファイル（ファイル名に番号

を明示して下さい）
3） �和文要旨（テキストファイル） 

その他、ご投稿に関するご注意は以下のようです。
・種別は「論文」「短報」「翻訳論文」の3つです。 

翻訳論文は、過去に和文誌「物理探査」に掲載された論
文等の和訳論文です。

・投稿料は刷り上がり1ページあたり、5,000円となって
おります。 

「論文」「翻訳論文」は英文刷り上がりで12ページ以内、
「短報」は4ページ以内を予定しております。

・著者は会員に限りません。ただし著者に会員を含まな
い場合は、上記投稿料に加えまして、非会員投稿料

（10,000円）が必要です。 
・「論文」「短報」へは和文原稿での投稿も可能です。この

場合は、査読終了後（受理後）に著者ご自身に英訳を
行って頂きます。また英語版原稿についても、英文表現
についてのみ、もう一度査読を行います。 

・研究に対する経済的基盤がない方、およびその他特別
の事由のある方（退職者・失業者など）は、投稿料の一
部または全額が減免がなされる場合があります。

　英文誌の詳細に関しましては下記の会誌編集委員会の
Webページを御覧ください。
　皆様からのご投稿をお待ちいたしております。
　http://www.segj.org/report/EG/index.html

ymposium

第一会場

ポスターセッション

国際石油開発帝石株式会社秋田鉱業所のポンプ前で
説明を受ける
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講演会・セミナー開催のお知らせ

会費等の改訂（シニア会員の会費減額等）のお知らせ

一般社団法人  物理探査学会  会長  内田利弘
　平成23年8月4日に開催された一般社団法人物理探
査学会平成23年度通常総会において、以下のとおり、会
費等の改訂が決議されましたのでお知らせいたします。
　この改訂は、定年退職等により物理探査業務から離れ
る会員の方々に、引き続き物理探査技術の社会貢献・普
及や広い視野からの学会活動への指導・助言、あるいは
後進の指導等で物理探査学会との繋がりを継続して頂く
環境を整えることを目的とした改訂です。

（1） �65歳以上の会員の会費を一律現行の半額（3,500
円）とする。

（2） �永年会員（正会員として30年間以上在籍した70歳
以上の会員）の会費を無料とする。

（3） �名誉会員については、学会が行う各種行事への参加
費を無料とする。

　なお、これらの改訂に係る施行は、平成24年度からと
なります。

年会費の銀行口座自動引き落とし方式の導入

一般社団法人  物理探査学会  会長  内田利弘
　会員の皆様には日頃より物理探査学会の活動にご協力
頂きまして深く感謝申し上げます。特に、毎年お納め頂い
ております年会費は学会活動の基礎となるものであり、
会員にとって有益な活動に使わせて頂いております。
　さて、現在、年会費は各会員、もしくは職場班代表者が
金融機関に出向いて学会の口座へ振込む方式のみでお
納め頂いており、それにかかる手間や業務への影響に対
して大変申し訳無く考えておりました。そこで会員の皆様
の利便性を向上させるため、平成24年度より年会費の銀
行口座自動引き落とし方式を導入することとし、原則とし
てこの方式でお納め頂くことといたしました。この方式は
一度手続きを取って頂くと、毎年決まった時期（6月予定）
に年会費をご登録頂いた会員の銀行口座より引き落とさ
せて頂くもので、振込みの手間が減るものと期待しており
ます。また、本方式は学会事務局の事務省力化にもつなが
り、各種の学会活動へより力を割くことができる利点もご
ざいます。
　つきましては、本年度の後半に、年会費の納入方式の変
更に伴い必要となる引落し口座の登録等、諸手続きを各
会員の皆様にお願いすることになりお手数をおかけしま
すが、よろしくお願いいたします。
　なお、現行の振込み方式による会費納入を強くご希望
される方には現行方式も利用可能と致します。しかしなが
ら、少しでも多くの方が銀行口座自動引き落としの新方式
を利用されますことが、新方式の定着と導入の効果をあ
げることとなりますので、会員の皆様のご協力とご理解を
賜りたく、お願い申し上げます。

……………………………………………………………………
東日本大震災関連情報のHP掲載
　当学会では、これまで、地震などによる自然災害の軽減や発
電所などの重要構造物の安全性評価のために地下構造調査
技術の向上に努めてきました。今回の地震による被害は戦後
最悪の規模となっています。これらの被災地に関係する地質資
料や地震記録、地球物理データを収集して皆さまに提供すると
ともに、皆さまの安全と安心な生活に貢献できるように、今後
とも研究を進めたいと思っております。
つきましては、関連情報を下記サイトにて公開しております。
http://www.segj.org/message/index.html

……………………………………………………………………
第126回（平成24年度春季）学術講演会
１． 会期：平成24年5月29日（火）～5月31日（木）
２． 会場：早稲田大学

……………………………………………………………………
第10回SEGJ国際シンポジウム開催案内
１． 会期：平成23年11月20日～23日
２． 会場：京都大学百周年時計台記念館
３. ウェブサイト：http://www.segj.org/is/10th/
４. テーマなど：Imaging and Interpretation

　本シンポジウムでは、可視化できない地下の構造やプロ
セスをより深く理解しモデリングするため「地下のイメージ
ングと解釈技術」をメインテーマとして掲げる。物理探査手
法の理論的開発、室内実験、データ処理スキーム開発、モデ
リングとインバージョン理論や地下の解釈技術、最先端の
応用、そして事例紹介を通じ天然資源開発，環境問題、土木
分野や浅層部の地盤調査、自然災害の軽減、地球の包括的
な地殻活動プロセスの把握、多岐の地球科学分野にまたが
る応用を対象とする。期間中に一般公開講演会と奈良文化
財研究所へのテクニカルツアーを行う。

……………………………………………………………………
第15回国際シンポジウムRecent Advances in 
Exploration Geophysics（RAEG2011）
開催案内
１． 会期：平成23年11月24日～25日
２． 会場：京都大学楽友会館
３. �ウェブサイト：http://tansa.kumst.kyoto-u.ac.jp/

raeg/raeg2011/index.html
４. テーマなど：

　京都大学、名古屋大学、関西大学の物理探査関係研究室
主催、（財）地球システム総合研究所および（NPO）環境エ
ネルギー農林業ネットワーク共催、（社）物理探査学会後援
の国際シンポジウム。最新の物理探査に関係する研究成果
発表が行われる。若手研究者の発表を歓迎し、成果はプロ
シーディング論文集として出版される。講演の詳細につい
ては、京都大学大学院工学研究科社会基盤工学専攻・武
川順一、都市社会工学専攻・辻健までお願いします。



　今年も残すところ後２ヶ月足らずとなりました。
本号のニュースレターで紹介した新燃岳の噴火か
ら始まり、東日本大震災、台風とそれに伴う豪雨な
ど、今年は災害が立て続けに起こった１年として記
憶されることでしょう。被災した方々には、心より
お見舞い申し上げますとともに、一日も早い安全
確保と復興をお祈りいたします。
　また、福島第一原発の事故の影響による電力不
足により、天然ガスや再生可能エネルギーの必要
性が見直されています。再生可能エネルギーの中
でもベースロード電源として期待されているのが
地熱発電です。これまでは、風力や太陽光発電の
陰に隠れてクローズアップされることが少なかっ
た地熱発電ですが、世界第３位の地熱資源を有す
る我が国固有のエネルギー源として、ようやく注
目されてきたようです。物理探査による地熱資源
探査の研究は、これからますます重要になること
でしょう。さらに、原発の放射性廃棄処分の問題に
ついても、事故をきっかけにして多くの方が認識
するようになったことと思います。物理探査学会
に対しても、これらの分野での社会への貢献が期

待されているものと思います。
　今年は、物理探査学会にとっても変化の年
でした。11号でお知らせしたように、日豪韓
物理探査学会共同の新英文誌「Exploration 
Geophysics」の発刊が決定され、日本の物理探
査技術を日本から世界に発信する場が整うことに
なりました。日本発の技術を世界に発信していた
だけるよう、研究者の皆さん（特に若い方）に期待
します。また、新英文誌は電子ジャーナルとして発
刊されることになります。今号の松島さんの記事
にもあるように、IT化の流れに乗った形で使いやす
くなり、ますます活用されることを願っています。
　それに伴い、和文学会誌「物理探査」と「物理探
査ニュース」のあり方も変わってきます。ニュース
委員として、これからも興味深い記事、ためになる
記事ややわらかい記事を皆様に紹介していきた
いと思います。また、記事へのご意見やご要望を
ニュース委員会までお知らせいただければ幸い
です。

（ニュース委員会委員：伴　英明）
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ニュースの配布について……………………………………………………………………………………
　本ニュースの内容は物理探査学会のWeb siteでもご覧になれます。また、広く一般の方にも見て頂けるよう配
布をご希望の方は下記学会事務局までご連絡下さい。無料でお届けいたします。
　なお、配信をご希望なさらない方は、ご面倒でも学会事務局へご連絡頂きたくお願いいたします。

ニュース原稿の投稿等について…………………………………………………………………………
　本ニュースには会員のほか一般の方からも投稿や表紙の写真を受け付けます。新しくスタートしました「若手
直撃インタビュー」の記事では自称若手の方のコメントを募集しています。「新技術紹介」「研究の最前線」、「会員
企業紹介」及び「会員の広場」についても記事を募集しています。記事の投稿または、物理探査学会および物理探
査の技術に関するお問い合わせは、学会事務局に所属機関、住所、氏名など連絡先を記入の上、E-mailもしくは
文書で連絡下さい。

著作権について……………………………………………………………………………………………
　本ニュースの著作権は、原則として社団法人物理探査学会にあります。本ニュースに掲載された記事を複写した
い方は、学会事務局にお問い合わせ下さい。なお、記事の著者が転載する場合は、事前に学会事務局に通知頂け
れば自由にご利用頂けます。


